
3-2 就業者の職業別構成比
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（注）香港は 2016 年、オーストラリアは 2017 年。

国際標準職業分類（ISCO）は、ILO が作成している職業分類の国際基準である。
1987 年に採択された第三版（ISCO-88）は、第二版（ISCO-68）とは異なる新しい分
類原則を採用した。各職業において仕事を成し遂げるために必要な技術の類似性によ
り職業を分類している。2007 年には、ISCO-88 の改定版である第四版（ISCO-08）が
採択された。
欧米・オセアニアの先進国では、「管理職」「専門職」「技師、准専門職」の割合が 4

割前後と高いが、日本では 2割弱にとどまる一方、他国と比べて「事務補助員」「サー
ビス・販売」の割合が顕著に大きい。こうした職種に関する捉え方や位置づけが、各
国において必ずしも一様ではない可能性がうかがえる。
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